












































































済と経営 ４５ 巻１号（２０１１ 年）１５ 頁以下を参照。
⑺　この点については，自治体の率直な意見を紹介する，浅野一弘「ヒアリング
調査からみえる漂着ごみ問題の実状――長崎県・富山県・山形県・宮崎県・島











⑼　Matthew Cole et al., Microplastics as Contaminants in the Marine Environment: A 










































































































































ロビーズ規則（Microbeads in Toiletries Regulations）」が定められた。こ
の規則を〔資料２〕として訳出する。そしてイギリスについて，２０１７
年７月２０日，環境・食料・農村地域省（Department for Environment, 

















月，１９９０年環境保護法（The Environmental Protection Act, １９９０）の規定
に基づく，「環境保護（マイクロビーズ）（イングランド）規則（The 

















　The Environmental Protection （Microbeads） （Scotland） Regulations ２０１８.
　The Environmental Protection （Microbeads） （Wales） Regulations ２０１８.
　Ian Johnston, UK ban on microbeads to be ‘strongest in the world’, say delighted 
campaigners, Independent, June ２１, ２０１７.












































































































































　See e.g., Davis Truslow, Microbeads and The Toxics Use Reduction Act: Preventing 











　２０１５年マイクロビーズ除去海域法（Microbead-Free Waters Act of ２０１５）
プラスチックのマイクロビーズを故意に加えた洗い流すタイプの化粧
品の製造，及び州際通商への導入又は導入のための引渡しを禁止するた




















　 　２０１５年１２月７日　通過／下院にて承認：On motion to suspend the rules and 





















































Registration　SOR/２０１７-１１１ June ２, ２０１７
１９９９年カナダ環境保護法（CANADIAN ENVIRONMENTAL PROTECTION 
ACT, １９９９）
化粧品類に含まれるマイクロビーズ規則（Microbeads in Toiletries 
Regulations）
P.C. ２０１７-５７０ June ２, ２０１７














年カナダ環境保護法９３（１）条〔S.C. １９９９, c. ３３〕に従い，別紙に記載
した「化粧品類に含まれるマイクロビーズ規則」を制定する。







































国際標準化機構の規格 ISO ／ IEC１７０２５のもと，国際試験所認定
協力機構の相互承認協定の加盟認定機関による認定，又は，

















６ ．「執行のための規制規定を指定する規則（Regulations Designating 














Statutory Instruments：The Environmental Protection （Microbeads） 

























































































































































































　　（ e）  （a）の権限に基づいて執行職員が立ち入ったいずれかの施設
において発見した物品や物質のサンプルを採取し採取せしめ，分
析，テストさせること；















































































　（ ２） 本 規 則 に お い て，「 不 遵 守 ペ ナ ル テ ィ（non-compliance 
penalty）」とは，別表２４（１）における意味を有する。
第五部　見直し（Review）
見直し
１２．（１）大臣は，
　　（ a） 本規則が効力を有した日から３年を経過した後は，合理的に
 　「別表２４．（１）もしその者が遵守通告あるいは第三者協定に従わなかった場合，
規制当局は，その者に対して，同様な違法行為に関する限りにおいては金銭的
ペナルティ（不遵守ペナルティ）を，当該違法行為に関して可変的課徴金が課
されるか否かに関わらず，課すことができる。」
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可及的に速やかに，第三部（強制と民事制裁）及び別表の規定に
おける実行手順の見直しを実施しなければならない；
　　（ b） これら規制条項（第三部及び別表も含む）については，逐次，
見直しを行い；かつ，
　　（ c） 全ての見直しの結果について記載した報告書を公表しなけれ
ばならない。
　（２）（１）（a）において見直す場合とは―
　　（ a） ２００８年規制執行及び制裁法第６７条が，当該規定がその目的を
実現するために有効で効果的であるか否かについて特に考慮しな
ければならないものとして要求している；
　　（ b） 大臣は，見直しを指示するにあたっては，適切であると考え
る者に協議しなければならず；かつ，
　　（ c） 大臣は，（１）（c）に従い，議会にその複写を提出しなければ
ならない。
　（３）（１）（b）の場合においては―
　　（ a） 本規則が効力を有した日から５年を経過し満了する前に，最
初の報告が公表されなければならない；
　　（ b） 後続する報告は５年を超えない間隔で公表されなければならず；
かつ，
　　（ c） ２０１５年小事業・企業・雇用法第３０条（４）は，本規則におい
て公表される報告は，特に次の通りであることを要する―
　　　（ ⅰ） （１）（b）において参照される規制的規定によって達成し
ようとしている目的を記述すること；
　　　（ⅱ） それら目的が達成された範囲についての評価；
　　　（ ⅲ） それら目的が未だに適切なものであるか否かについての評
価；そして，
　　　（ ⅳ） もしそれら目的が適切なものであるならば，その他のより
マイクロプラスチック規制の国際動向――横大道・和泉田
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負担の少ない規定においてそれらが達成できるかについての評
価。
　（ ４）この規則中，「規制的規定」とあるのは，２０１５年小事業・企業・
雇用法第２８条から３２条までと同じ意味である（同法３２条を参照）。
 Thérèse Coffey
 環境・食料・農村地域省政務次官
　　　２０１７年１２月１９日
